
 

 

評価書（個票） 

事務・事業名 精神保健指定医に対する研修 
 
 

担当課 
  （担当課長） 

社会・援護局障害保健福祉
部精神・障害保健課 
（精神・障害保健課長  
田原 克志） 

 

根拠法令等 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第１
９条第１項（昭和２５年法律第１２３号） 

 

類 型 講習研修 

指定等
の形態 

登録 

事務・事業の 
概要 

○事務・事業創設時の趣旨 
患者本人の意思に基づかない入院や著しい行動制限に係る判断を行う指定

医については、精神医学の進歩や精神障害者の人権擁護に関する制度の変化、
精神保健福祉・精神科医療を取り巻く状況の変化に対応して、常時求められて

いる適正かつ十分な精神科医療の知識と患者の人権に対する配慮を十分に備
えていることが必要であり、指定後五年度ごとの研修受講を義務付けたもので
ある。 

○事務・事業の内容 

関連法制度、最近の精神医学の動向、精神障害者の社会復帰及び精神障害者
福祉の動向や精神障害者・精神科病院に関する不祥事件等、近時の精神保健を
めぐる問題やケーススタディ等についての十分な研鑚を積むことができる研
修を、集中的に実施することとされており、研修内容は施行規則の第２条によ

り、規定されている。 
 
 

事務・事業の 
目的 

 法に規定する厚生労働大臣の登録を受けた者が厚生労働省令に定める研修を実
施する。 
 

 関連する 
政策目標 

－ 

 関連する 
業績指標 

－ 

 指標の 
目標値等 

－ 

法人の指定等 
の状況 

別紙のとおり。 

指定・登録等の

基準に対する 
よくあるお問い
合わせと回答 

特になし。 

料金等・積算根
拠 

別紙のとおり。 

事務・事業の実
績 

○実績（平成２７年度） 
 年間実施件数３件 

受講者数２，５１５人 

国からの補助金
等 

○補助金・委託費等（平成２８年度予算）：  
 －（受講料で行われている。） 



 

 

 

事務・事業の見
直し状況（これ

までの検証） 

〇 登録を受けた法人については、法に基づき、５年ごとにその更新を行うもの
とされており、その都度、登録基準に適合しているかを見直す予定である。 

 

事務・事業の必
要性等・有効性 

●事務・事業の必要性 
精神医学の進歩や精神障害者の人権擁護に関する制度の変化、精神保健福

祉・精神科医療を取り巻く状況の変化に対応して、常時求められている適正か
つ十分な精神科医療の知識と患者の人権に対する配慮を十分に備えているこ
とが必要であり、本事業を実施することは必要である。 

 

●事務・事業の妥当性 
精神科医療に対する十分な知見を有する者を登録した上で研修の実施をし

ており、本事業は妥当に実施されている。 
 

●事務・事業の有効性 
本事業により必要な精神保健指定医が確保され、法に基づく処遇の決定は適

切に実施されている。 
 

事務・事業の執
行体制の妥当性 

○指定等を行う妥当性 
仮に精神保健指定医の研修に関する業務を国で実施するとなれば、精神科医

療に対する十分な知見を有する職員の確保や養成が必要となることが想定さ
れ実行困難と考える。そのため、登録制度を採用しているところである。 

 
 

○事務・事業実施主体の適格性 
●指定等の基準の妥当性 
・ 登録を申請する者に対して、法に基づく登録基準を適合した上で厚生労働
大臣が登録しており、確実な事業実施のため必要である。 

 ・ 厚生労働大臣の登録を受けた法人は、不正行為を行ったとき等は、登録の
取消をされることになっている。 

 
 

●実施主体としての指定等法人の適格性 
  法に基づく登録基準に適合し、精神科医療に十分な知見を有する者を登録
しており、その結果、効果的な研修が行われている。 

評価結果の総括 
（現状分析（事
務・事業の評価）
と今後の方向

性） 
 

〇 精神医学の進歩や精神障害者の人権擁護に関する制度の変化、精神保健福
祉・精神科医療を取り巻く状況の変化に対応して、常時求められている適正か
つ十分な精神科医療の知識と患者の人権に対する配慮を十分に備えているこ
とが必要であり、法の対象者の増加も踏まえ、引き続き、事業を実施すること

が必要である。 
 

備考  



 

 

 

別紙 

 

合計３法人 

 ・公益法人２法人 

 ・一般法人１法人 

 

法人名 指定等の時期 連絡先（ＴＥＬ） 料金等・積算根拠 

公益法人（２法人） 

（公社）日本精神科病院協会 平成２６年１０

月１日から平成

３１年９月３０

日 

０３－５２３２

－３３１１ 

【研修料金】２３，７００

円（テキスト代等・消費税

込み） 

（公社）全国自治体病院協議会 平成２６年１０

月１日から平成

３１年９月３０

日 

０３－３２６１

－８５５５ 

【研修料金】２３，７００

円（テキスト代等・消費税

込み） 

一般社団法人（１法人） 

（一社）日本総合病院精神医学

会 

平成２７年４月

１日から平成３

２年３月３１日 

０３－５８０５

－３７２０ 

【研修料金】２３，７００

円（テキスト代等・消費税

込み） 

 


